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税務情報 

2026年度税制改正関連情報 

1. 改正産業競争力強化法 － 施行 

2026 年度税制改正において創設された「特定生産性向上設備等投資促進税制」
は「経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を図るため
の産業競争力強化法等の一部を改正する法律」（以下、「改正産業競争力強化法」）
に基づき経済産業大臣による確認を受けること等がその適用の前提とされてい
ます。 

改正産業競争力強化法は 6 月 5 日の官報号外第 125 号において公布されました
が、7 月 31 日、その施行期日を 2026 年 7 月 31 日と定める「経済社会情勢の
変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を図るための産業競争力強化法
等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」が官報号外第 172 号におい
て公布されました。 

また、同日の官報において、改正産業競争力強化法に関連する以下の政省令及
び告示のほか、未公布となっていた「特定生産性向上設備等投資促進税制」に
係る租税特別措置法施行規則も併せて公布されています。 

 経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を図るため
の産業競争力強化法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備
に関する政令 

 産業競争力強化法施行規則及び産業競争力強化法に基づく認定技術等情報
漏えい防止措置認証機関に関する命令の一部を改正する命令 

 経済産業省関係産業競争力強化法施行規則及び株式会社東日本大震災事業
者再生支援機構法第 59 条第 1 項の要件を定める省令の一部を改正する省令 

 経済産業省関係産業競争力強化法施行規則第 6 条の 4 第 5 号の経済産業大
臣が定める日等に関する告示 

 事業適応の実施に関する指針の一部を改正する告示 

上記の「経済産業省関係産業競争力強化法施行規則及び株式会社東日本大震災
事業者再生支援機構法第 59 条第 1 項の要件を定める省令の一部を改正する省
令」には、「特定生産性向上設備等投資促進税制」の対象設備となる「特定生産
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性向上設備等」に該当するための基準や設備投資計画の経済産業大臣による確
認手続のほか、繰越税額控除制度の適用要件とされる事業適応計画の類型であ
る「国際経済事情激変事業適応計画」の認定要件等が示されています。 

《参考》 

改正産業競争力強化法及び関係政令の新旧対照条文等は、経済産業省の以下の
ページからご覧いただけます。 

 「経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を図るた
めの産業競争力強化法等の一部を改正する法律案」が閣議決定されました 

 「経済社会情勢の変化を踏まえた基調の事業活動の持続的な発展を図るた
めの産業競争力強化法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」及
び「経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を図るた
めの産業競争力強化法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整
備に関する政令」が閣議決定されました 

2. 特定生産性向上設備等投資促進税制 － 申請受付開始 

改正産業競争力強化法の施行を受け、経済産業省は 7 月 31 日、同省の以下のペ
ージにおいて「特定生産性向上設備等投資促進税制」の確認等の申請受付を開
始したことを公表しました。 

 大胆な投資促進税制（特定生産性向上設備等投資促進税制）の申請受付開始
について 

また、本税制に関する以下のページを開設し、申請書類様式等を公表しました。 

 大胆な投資促進税制（特定生産性向上設備等投資促進税制） 

申請は原則として WEB 申請で受付が行われる旨や申請手続に関する操作マニ
ュアルが案内されています。 

3. オープンイノベーション促進税制に関する申請ガイドライン等 － 公表 

2026 年度税制改正では、事業会社とスタートアップ企業の協業のさらなる促進
やスタートアップ企業の出口戦略の多様化を後押しする観点から、「オープンイ
ノベーション促進税制」に係る M&A 型について、従来から対象とされていた
議決権の過半数の発行済株式を取得する場合（以下、「マジョリティ型」）に加
え、議決権の 50％以下の発行済株式を取得し、その株式の取得日から 3 年を経
過する日までに議決権の過半数を有することとなることが見込まれる場合（以
下、「マイノリティ型」）についても新たに本税制の対象とされることとなりま
した。 

また、新規出資型及び M&A 型におけるマジョリティ型の 1 件当たりの株式取
得価額の下限額が引き上げられる見直し等も行われています。 

上記の改正を受け、経済産業省は 7 月 28 日、本税制に関する情報を集約してい
る「オープンイノベーション促進税制」のページに改正内容を反映した本税制
に関する以下の 2 つの申請ガイドラインを公表しました。 

https://www.meti.go.jp/press/2025/03/20260306003/20260306003.html
https://www.meti.go.jp/press/2025/03/20260306003/20260306003.html
https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260728001.html
https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260728001.html
https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260728001.html
https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260728001.html
https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260728001.html
https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260731004.html
https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260731004.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/henkashien/daitanzeisei/daitan.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/open_innovation/open_innovation_zei.html
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 オープンイノベーション促進税制（新規出資型）申請ガイドライン（D）（PDF 

3,577KB） 

2026 年 4 月 1 日以降に出資する案件に対応した新規出資型に係る申請ガイド
ライン（全 80 ページ）で、本制度の①対象法人要件、②スタートアップ企業要
件、③出資要件及び④手続等について、図表や FAQ を交えて網羅的に解説され
ています。 

 オープンイノベーション促進税制（M&A 型）申請ガイドライン（B）（PDF 

5,906KB） 

2026 年 4 月 1 日以降に株式の取得をする案件に対応した M&A 型（マジョリテ
ィ型及びマイノリティ型）に係る申請ガイドライン（全 107 ページ）で、本制
度の①対象法人要件、②スタートアップ企業要件、③M&A 型要件及び④手続等
について、図表や FAQ を交えて網羅的に解説されています。 

なお、上記のページには申請ガイドラインのほか、以下の 3 つの概要資料や関
係法令、申請様式等も掲載されています。 

 オープンイノベーション促進税制（新規出資型）の概要（PDF 312KB） 

 オープンイノベーション促進税制（M&A 型）の概要（PDF 434KB）  

 オープンイノベーション促進税制 2026 年 4 月 1 日以降の主な変更点（令和
8 年度税制改正）（PDF 399KB） 

*** 

2026 年度税制改正における「特定生産性向上設備等投資促進税制」の創設及び
「オープンイノベーション促進税制」の改正の概要については、2025 年 12 月
25 日発行の KPMG Japan Tax Newsletter「2026 年度税制改正大綱」（PDF 

820KB）でお知らせしています。 

 

 

 

 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/open_innovation/openinnovation_guideline_D_260701.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/open_innovation/openinnovation_guideline_MA_B_260701.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/open_innovation/260401_oizeisei_shinki_gaiyou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/open_innovation/260401_oizeisei_ma_gaiyou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/open_innovation/260401_oizeisei_henkouten.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/open_innovation/260401_oizeisei_henkouten.pdf
https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmgsites/jp/pdf/2025/jp-tax-newsletter-202501225.pdf.coredownload.inline.pdf
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